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される。2012 年～2016 年の 5年間、インドは世界最大の兵器輸入国であり続け、この傾向は
当分続くと予測されている。隣接して対峙するパキスタンや中国に比べて、インド国軍の装備
は老朽化や劣化が際立ち、現代戦の遂行能力に脆弱性を抱えているため、兵器の刷新は喫緊の
課題とされているのである。インド商工会議所連合の推計では、2014 年から 2022 年までの長





















































イスラエル投資は、いわゆるハイテク分野を中心に過去 7年間で 150 億ドル規模に達する。こ
うした経済上の急接近を背景に、文化面社会面でも双方のチャンネルは拡充の一途を辿ってお































































































1965 年非アラブ諸国として最初に PLO を承認し外交関係を樹立した「革命外交」の事実上の
放擲にほかならないとの批判をかわそうとする狙いも透けて見える。もとより、このような中
国の「仲介」が実質的な中身を持たない「口先介入」に終始するであろうことを十分に理解し
たうえで、敢えてその呼びかけに応じて見せるイスラエルのアジア外交は、「名を捨てて実を取
る」現実主義路線に徹していると評価できる。相互に警戒するインドと中国とを同時に自国の
経済権益の枠組みの中に取り込み、しかもその双方がイスラエルの実存的脅威であるイランと
良好な関係を維持しているという現実とどこかで折り合いをつけようとしているのだとすれば、
われわれはそこに、中東和平問題で露呈されるイデオロギー的硬直性や閉塞性とは裏腹の国際
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政治上の成熟を見て取ることもできよう。 
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